
 1 

生息環境ごとの絶滅危惧状況： 
1997-2025 年の環境省レッドリストと面積変化から 

Extinction risk status by habitat type: 
Insights from Japan’s Red Lists (1997–2025) and changes in habitat area 
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要旨 
生物多様性の保全に向けた空間計画の実効性を高める上で、生息環境の種類ごとの絶
滅危惧状況を明らかにすることが重要である。本研究は、維管束植物の 1997 年・2007
年・2020 年・2025 年の環境省レッドリストを用いて、日本全国の生息環境ごとの（1）
絶滅危惧種数、（2）高絶滅危惧ランク種の割合、（3）面積あたりの絶滅危惧種数（絶
滅危惧種の密度）、（4）絶滅危惧種の密度の時間的変遷(増加率)を求めることを試み
た。絶滅危惧種の生息環境を図鑑等によって調べ、「草原」「湿地」「海浜」「岩石地」
「農地」「道路」「森林」「林縁」「水生」に分類した。生息環境ごとの絶滅危惧種数は
森林が最も多く、次いで湿地・岩石地・草原・林縁・海浜の順に続いた。一方で生息
環境ごとの単位面積あたりの絶滅危惧種密度は、岩石地・海浜・湿地・草原・道路・
森林的環境・農地の順に大きかった。1970 年代後半から 2021 年にかけての単位面積
あたりの絶滅危惧種数の増加率は岩石地で最も高く森林的環境の約 2.7 倍であり、次
いで草原・海浜の順で続いた。以上の結果から、単位面積あたりの絶滅危惧種密度や
生息地面積の減少速度を踏まえると、非森林性の生息環境においては「絶滅の負債」
が蓄積している可能性が高く、保全の緊急性が特に大きいことが示唆された。草原・
湿原においては自然遷移による森林化、海浜においては工事・開発、岩石地（特に高
山地域）においては気候変動などの危機に直面しており、今後の土地利用政策ではこ
れらの生息地の喪失を可能な限り避けることが求められる。 
 
キーワード 
希少種、生息地タイプ、絶滅危惧種、絶滅リスク、保全優先度 
 
 

Abstract 
Clarifying extinction risks across habitat types is essential for enhancing the 

effectiveness of spatial planning for biodiversity conservation. This study analysed 
vascular plant species listed in the Japanese Ministry of the Environment Red Lists of 
1997, 2007, 2020, and 2025. For each habitat type, we examined (1) the number of 
threatened species, (2) the proportion of species in higher red list categories, (3) the 
density of endangered species per area, and (4) temporal changes in endangered 
species density. Habitats were classified into nine categories based on the flora and 
botanical books: grasslands, wetlands, coastal areas, rocky areas, farmlands, roadsides, 
forests, forest edges, and aquatic environments. The total number of endangered 
species was highest in forests, followed by wetlands, rocky areas, grasslands, forest 
edges, and coastal areas. In contrast, endangered species density per area was highest 
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in rocky areas, followed by coastal areas, wetlands, grasslands, roadsides, forest 
environments, and farmlands. From the late 1970s to 2021, the increase rate of 
endangered species density was highest in rocky areas, approximately 2.7 times that of 
forests, followed by grasslands and coastal areas. These results suggest that, considering 
the density of endangered species per unit area and the rate of habitat area decline, it 
is highly likely that an “extinction debt” is accumulating in non-forest habitats, 
suggesting a particularly urgent need for conservation. Grasslands and wetlands face 
threats such as natural succession leading to forestation, coastal areas face threats from 
construction and development, and rocky habitats (especially in alpine regions) face 
threats such as climate change. Future land use policies must strive to avoid the loss of 
these habitats as much as possible. 
 
Keywords 
conservation priority, extinction risk, endangered species, habitat type, rare species  
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はじめに 

現在、地球上で生物多様性の損失が大きな問題となっており、世界中で解決に向けた議
論や実践が続けられている(Rockstorm et al., 2009, Cardinale et al.,2012)。生物多様性条
約第 15 回締約国会議（COP15）で採択された昆明・モントリオール生物多様性枠組
（CBD-COP15 2022）では 2030 年までに世界の陸・海の 30％を生物多様性の保護区と
する 30by30 が盛り込まれた。限られたコストの中で保護区拡大による生物多様性保全の
実効性を高めるには、保全上の優先地域を空間的に把握することが重要である。国スケー
ルで生息環境の種類ごとに種の絶滅危惧状況を把握することは、こうした空間計画に不可
欠な基礎的情報となる。 

日本全国の絶滅危惧種の状況は環境省がレッドリストとして公表し、現在に至るまで改
訂が続けられている。環境庁(当時)は、1991 年に脊椎動物と無脊椎動物のみを対象とし
て初版レッドデータブックを公表した。維管束植物については、1997 年の第 2 次レッド
リスト(環境庁 1997)以降に毎回含められた。2007 年の第 3 次レッドリスト(環境省  
2007)、2012 年の第 4 次レッドリストが公表され、2020 年まで改訂が続けられた(環境省 
2020)。2025 年に「環境省第５次レッドリスト」が公表された(環境省 2025a)。環境省の
レッドリストでは、IUCN(国際自然保護連合)によって発表されているレッドリストカテ
ゴリー(ランク)の考え方(IUCN 2001)をもとに、絶滅のおそれの程度に応じてランク分け
して評価されている。レッドリストカテゴリー(ランク)は、絶滅：EX(日本ではすでに絶
滅したと考えられる種)、野生絶滅 ：EW(飼育・栽培下、あるいは自然分布域の明らかに
外側で野生化した状態でのみ存続している種)、絶滅危惧ⅠＡ類：CR（深刻な絶滅の危機
に瀕している種）、絶滅危惧ⅠＢ類：EN（絶滅の危機に瀕している種）、絶滅危惧Ⅱ類 ：
VU（絶滅の危険が増大している種）、準絶滅危惧 ：NT（存続基盤が脆弱な種）情報不
足：DD（カテゴリーを判定するための情報が不足している種）、絶滅のおそれのある地
域個体群 ：LP（孤立した地域個体群で、絶滅のおそれが高いもの）に分けられている
（環境省 2025b）。 

こうしたレッドリスト指定種のトレンドを分析することで、生息環境ごとの絶滅危惧種
の置かれている状況を理解することができる。しかし、実際には生息環境ごとに残されて
いる面積や絶滅危惧種の消失リスクが異なるため、種数の比較だけでは特定の生息環境の
重要性を正確に評価することは難しい(藤井 1999)。そのため、これまで面積あたりの絶
滅危惧種数(兼子ほか 2009)、ホットスポット解析(渡邉ほか 2014)、分布データによる絶
滅リスク評価(井村 2008)などの様々な手法で、生息環境の重要性評価が試みられてき
た。藤井（1999）は、近畿地方・神奈川県・愛知県のレッドリストを対象に、高危険度
率（「絶滅」、「絶滅？」もしくは「絶滅寸前」と判定された種数の合計がレッドリストの
掲載種数に占める割合）を生息環境別に算出し、水湿地環境と草地環境は維管束植物の絶
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滅の危険性が特に高い場所であることを明らかにした。兼子ほか(2009)は、中国地方の各
生息環境のレッドリスト記載植物種数を各生息環境の面積で割ることで絶滅危惧種の密度
を求め、絶滅危惧種数の密度は草地で最も高いことを報告した。渡邉ほか(2014)は、環境
省レッドリストの絶滅危惧植物を対象に減少要因や生息環境の種類ごとに保全効果の高い
エリアを抽出したところ、火山性の地形が様々な減少要因・生息環境に対する共通のホッ
トスポットであることを報告し、火山性地形に半自然草原が多く分布し、そこが開発と管
理放棄の両方の脅威にさらされているからではないかと考察している。井村(2008)は、草
地性チョウ類について全国都道府県のレッドリストに掲載された絶滅危惧のチョウを対象
に、各県の絶滅危惧ランクを各県の面積で加重平均した絶滅リスク指数が、分布範囲が狭
い種、草原性の種、単食性の種で高いことを示した。 

現在指定されている絶滅危惧種が個体数を減らしてきた主要な要因の一つとして、生息
環境面積の減少が挙げられる。生物多様性国家戦略(環境省 2023)では、生物多様性が直
面する四つの危機として、開発など人間活動による危機(第 1 の危機)、自然に対する働き
かけの縮小による危機(第 2 の危機)、人間により持ち込まれたものによる危機(第 3 の危
機)、地球環境の変化による危機(第 4 の危機)として挙げている。第 3 次環境省レッドリ
スト掲載種の減少要因として最も多く挙げられたのは自然遷移であり、次いで捕獲・採集
等、森林伐採、道路工事、土地造成と続いていた(環境省 2013)。このうち特に、道路工
事や土地造成、森林伐採の一部 (第 1 の危機)や、自然遷移 (第 2 の危機)は、生息環境の
面積減少を通して生物多様性や絶滅危惧リスクに大きな影響を与える。しかし、生息環境
ごとに絶滅危惧種が置かれている状況を生息環境面積の変化を考慮して全国規模で定量的
に評価した例はほとんどない。 

維管束植物は、様々な分類群の中でも生息地情報が充実している。また、一次生産者と
して他の生物と相互作用し、生態系の基盤を支える分類群であることから、特定の生息環
境における植物の絶滅危惧状況は生態系全体の危機状況を反映すると考えられる。以上の
理由から、本研究は維管束植物を対象とし、絶滅危惧状況の網羅的分析を行った。レッド
データブック及び図鑑情報をもとに 1997 年(環境庁 1997)・2007 年(環境省 2007)・2020
年(環境省 2020)・2025 年(環境省 2025a)の環境省レッドリスト(維管束植物)に掲載され
ている種の生息環境を調べ、先行研究(兼子ほか 2009；渡邉ほか 2014)が扱った生息環
境に林縁や道路、水生を加えた 9 種類（「草原」「湿地」「海浜」「岩石地」「農地」「道路」
「森林」「林縁」「水生」）の生息環境に分類した。まず、各レッドリストについてこれら
の生息環境ごとの絶滅危惧種数および絶滅危惧ランクが高い(EX, EW, CR, EN)種の割合
を集計した。次に、第 5 次レッドリスト(環境省 2025a)に掲載されている種について、生
息環境ごとの面積あたりの絶滅危惧種数（絶滅危惧種の密度）、絶滅危惧種の密度の時間
的変遷(増加率)を求めた。これらの指標に基づいて、絶滅危惧種を保全する上で特に緊急
度の高い生息環境を考察した。 
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方 法 
生息環境の分類 

1997 年(環境庁 1997)・2007 年(環境省 2007)・2020 年(環境省 2020)・2025 年(環境
省 2025a)の環境省レッドリスト(維管束植物)に掲載されている種について、下記の図鑑
等を調べて生息環境を表すキーワード（表 1）を抽出し、生息環境を「草原」「湿地」「海
浜」「岩石地」「農地」「道路」「森林」「林縁」「水生」の 9 つに分類した。図鑑等として、
「レッドデータブック 2014(環境省 2015)」、「改訂レッドリスト 付属説明資料 植物
Ⅰ(維管束植物). (環境省 2010)」「改訂新版 日本の野生植物(大橋ほか 2015, 2016a, 
b,2017a, b )」のいずれかを用いた。これらの図鑑に記載がなかった種は「日本の野生植
物（佐竹ほか 1981, 1982a, b, 1989a, b；岩槻 1999）」を用いた。これらのいずれにも生
息環境キーワードが記載されていない種については、生息環境を「不明」とした。生息環
境を表す語句のうち、「山地」「丘陵地」「暖地」の語句や地名など、具体的な生息環境を
絞り込むのには不十分な語句しか記述されていなかった種についても生息環境を「不明」
とした。 

まず、これらの 9 つの生息環境ごとに絶滅危惧種の種数を集計した。一つの種が複数の
生息環境にまたがって生息する場合、それら全ての生息環境に重複して計数した。例え
ば、「草原または低木林の林内や林縁」という記述では、草原は「草原」の、林内は「森
林」の、林縁は「林縁」のキーワードであるため（表 1）、３つの生息環境に 1 種ずつ計
数した。「高地」「高山」の多くは岩石地環境であると考えられるため(兼子ほか 
2009)、生息環境を示すその他のキーワードがない場合には「岩石地」に含め、その他の
より明確なキーワードがある場合にはそのキーワードを優先した。例えば、「高山の湿
地」という記述の場合、「湿地」のみに計数した。また、面積当たりの絶滅危惧種密度を
計算する際に「森林」と「林縁」の面積を切り分けることが難しいため、高木が優先する
「森林」「林縁」を「森林的環境」としてまとめた集計も行った。 

次に、第 5 次レッドリスト(環境省 2025a)に掲載されている種について、重複を許さず
にそれぞれの生息環境のみに依存している種と、複数環境にまたがって生息している種の
それぞれについて集計した。ただし、草原と湿地、森林と林縁については連続的に環境が
変化するため、それぞれ「草原湿地のみ」、「森林的環境のみ」に生息する種についても集
計した。例えば、草原と湿地の両方のみに生息する場合は「草原湿地のみ」に含め、「草
原のみ」や「湿地のみ」には含めていない。ただし、草原と湿地と林内の 3 つに生息する
場合などは「複数環境」に集計した。 
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表 1 生息環境区分ごとのキーワード。ただし、「高地」・「高山」はその他の情報がない
場合のみ岩石地とした。 

生息環境区分 キーワード 
草原 草地, 草原, 原野, 野原, 高原, 山野, 草本帯, 平野, 氾濫原, 

低木群落, 低木林内, 荒地, 陽地, 日当たりのよい, 向陽, 開
けた, 明るい, 乾燥地 

湿地 湿地, 湿原, 河川, 河岸, 川岸, 川原, 河岸, 地沼(沼), 池, た
め池, 泥炭地, 川沿い, 湿潤, 沢, 湿った, 谷間, 流れの縁
(淵), 渓流沿い, 水際, 水辺, 川沿岸, 河口, マングローブ 

海浜 海浜, 海岸, 砂地, 砂浜, 沿海地, 海側地域, ラグーン, サン
ゴ, 珊瑚礁, 海に近い 

岩石地 岩石地, 岩壁, 岩場, 岩上, 露岩, 崖, 岩地, 礫, 岸壁, 風衝
地, 風穴, 砂質地, 崩壊地, 稜線, 岩盤, 岩の裂け目, 岩の上, 
裸地, (高山), (高地) 

農地 農地, 水田, 畑, 畔, あぜ, 石垣, 耕作地 
道路 道路, 路傍, 道端 
森林 森林, 樹林, 林下, 林内, 林床, 樹幹, 山中, 深山, 林中, 竹

林, 樹木, 樹上, 樹陰, 日陰, 日照が遮られる, 茂み, 落ち葉
の間, 陰地, 高木, 山林, 自然林, 天然林, 人工林, 二次林, 山
地の林, 老木上, 暖温林, 木の枝 

林縁 林縁, 木陰, 疎林, 林の縁 
水生 水生, 水中, 水草, 抽水, 沈水, 海底, 塩田, 海中, 潮下帯 
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各生息環境面積の時間的変遷と絶滅危惧種密度 
生息環境ごとに土地利用細分メッシュデータ （国土交通省）および植生図（環境省 

2025c）に基づき、両者が利用できる最も古い 1970 年代後半年と最も新しい 2021 年の各
生息地の面積について収集した。また、100 年前の面積の参考値として、氷見山(1995)・
国土地理院(2000)に基づき、1900 年(湿原のみ 2000 年)の土地利用割合を計算した。面積
計算の詳細な方法は【付録】に記述した。 

2020 レッドリスト掲載種の各生息環境あたりの種数を、1900 年、1970 年代後半、
2020 年の時点における対応する生息環境の面積で割って絶滅危惧種密度を求めた。ただ
し、「森林」と「林縁」についてはそれらの累計である「森林的環境」に該当する絶滅危
惧種数を森林面積で割ることで密度を求めた。絶滅危惧種密度の推定は陸域植生に限定
し、「水生」は除外した。 
 

結 果 

生息環境ごとの絶滅危惧種数 
1997 年・2007 年・2020 年・2025 年の維管束植物レッドリストにはそれぞれ、1900

種・2018 種・2163 種・2222 種(累計 2414 種)が記載されていた。このうち、それぞれ
1462 種・1611 種・1748 種・1766 種の生息環境が判別できた。また、第 5 次レッドリス
ト(環境省 2025a)の掲載種数計 2222 種のうち、生息環境が判別できた 1766 種の約 70％
は特定の生息環境のみに依存しており、約 30％は複数環境にまたがって生息していた(図
1(a))。生息環境が判別できた種のうち約 25％は草原のみ・湿地のみ・草原湿地のみに依
存しており、約 27％が森林のみ・林縁のみ・森林的環境のみに依存していた(図 1(a))。
複数の生息環境にまたがる種について重複を許して集計したところ、第 5 次レッドリスト
(環境省 2025a)に掲載されている絶滅危惧種数の多い生息環境の順序は森林、湿地、岩石
地、草原、林縁、海浜、農地、水生、道路の順だった(表 2、図 1(b))。 
 第 5 次レッドリスト(環境省 2025a)のうち、重複を許して分類した生息環境ごとの絶滅
危惧ランクが特に高い(EX,EW,CR,EN)種の割合は、道路(54％)、森林(53％)、岩石地
(52％)、林縁(45％)、草原(43％)、湿地(42％)、農地(42％)、海浜(40％)、水生(39％)だ
った。ただし、道路については対象となる種が 13 種のみである(図 2)。 

また、過去のレッドリストにおける絶滅危惧種数の多い生息環境の順序は、1997 年版
では多い順に森林、岩石地、湿地、草原、海浜、林縁、農地、水生、道路だった（表
2）。2007 年版では岩石地と湿地の順序が入れ替わり、2020 年版以降では林縁が海浜を
ごくわずかに上回った（表 2）。 
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図 1 第 5 次レッドリスト(環境省 2025a)に掲載された維管束植物のうち、生息地が判明した種の
生息環境。 (a)はそれぞれの生息環境のみに生息する種、または複数環境に生息する種を重複な
く集計したもの、(b)は複数の生息環境にまたがる種について重複を許して集計したものである。  
 
 
表 2 各レッドリストに記載された生息環境区分ごとの絶滅危惧種数 (複数生息環境にまたがっ
て生息する種は重複して集計) 
生息環境区分 1997 年 2007 年 2020 年 2025 年 

草原 288 319 354 362 
湿地 437 488 513 518 
海浜 125 147 160 166 

岩石地 439 460 490 497 
農地 46 52 53 53 
道路 6 10 12 13 
森林 544 612 681 683 
林縁 118 134 163 167 

森林的環境* 610 687 773 778 
水生 30 40 39 39 
不明 437 407 415 456 
総計 2470 2669 2880 2954 

総計(重複除く) 1900 2018 2163 2222 

*森林的環境は「森林」「林縁」の累計(重複を除く)を示す。 
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図 2 第 5 次レッドリスト(環境省 2025a)におけるレッドリストカテゴリーが高ランクの種
(EX, EW, CR, EN)が占める割合。棒グラフの上にある数値が生息環境ごとの全種数のうち
高ランクの種が占める割合(％)を示している。 

 

生息環境ごとの絶滅危惧種密度とその時間的変遷 

生息環境ごとの 2025 年レッドリストに掲載されている絶滅危惧種数を対応する生息環境面積
で割った絶滅危惧種密度は、2021 年の生息環境面積に基づくと、岩石地、海浜、湿地、草原、道
路、森林的環境、農地の順に大きかった（表 3）。森林的環境の絶滅危惧種密度は、1900 年ー
2021 年の生息環境面積に基づいたときに、約 0.3 種/1 万 ha でほぼ一定だった。一方で、1900 年
ー2021 年に湿地・草原の面積はそれぞれ 91％、79％減少し、1970 年代後半ー2021 年にかけて
岩石地・海浜・湿地・草原の面積はそれぞれ 61%、36%、10%、43%減少したことから、これら
の生息環境面積に基づく絶滅危惧種密度はこれらの生息環境では大きく増加した（ただし、いず
れも絶滅危惧種数は 2025 年レッドリストのものである）。1900 年時点の生息環境面積に基づく
と、湿地・草原で絶滅危惧種密度が大きかった（表 3）。ただし、1900 年時点の岩石地、海浜、
道路の面積の情報は得られなかったため算出できていない。1900 年ー2021 年にかけての絶滅危
惧種密度の増加率は、湿地、草原で特に大きく、農地、森林的環境が続いた。1970 年代後半時点
の面積に基づいた場合には岩石地・海浜・湿地が突出しており、次いで草原の密度が大きかっ
た。2021 年時点の面積に基づいた場合には岩石地・海浜・湿地が突出しており、次いで草原の密
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度が大きかった。1970 年代後半ー2021 年にかけての絶滅危惧種密度の増加率は、岩石地・草
原・海浜・農地・湿地・森林的環境・道路の順に大きかった。 
 
 
表 3 生息環境ごとの単位面積あたりの絶滅危惧種数(第 5 次レッドリスト(環境省 2025a)掲載種
数) 

生息環境区分 
1900 年

面積 
(万 ha) 

1970 年
代後半 
面積 

(万 ha) 

2021 年
面積 

(万 ha) 

絶滅危惧
種数 

/1 万 ha 
(1900 年) 

絶滅危惧
種数 

/1 万 ha 
(1970 年
代後半) 

絶滅危惧
種数 

/1 万 ha 
(2021 年) 

増加率 
(1900ー
2021) 

増加率 
(1970 年
代後半ー

2021) 

草原 
(人工草原以外)* 418 157 89 0.9 2.3 4.0 4.67 1.76 

岩石地 － 15 5.9 － 32.3 84.0 － 2.60 
湿地 211*** 20 18 2.5 26.5 29.5 12.03 1.11 
海浜 － 4.4 2.8 － 38.1 59.6 － 1.56 
農地 622 666 479 0.1 0.1 0.1 1.30 1.39 
道路 － 6.8 17 － 1.9 0.8 － 0.41 
森林的環境** 2435 2300 2367 0.3 0.3 0.3 1.03 0.97 

*草原の絶滅危惧種数は「草原」の数、面積は人工草原を除いた草原面積を示す。**森林的
環境の絶滅危惧種数は「森林」「林縁」の累計を示す。***1900 年時点の土地利用面積は氷
見山 (1995)に基づくが、湿地面積は国土地理院 (2000)を用いた。 
 

考 察 

1997 年(環境庁 1997)・2007 年(環境省 2007)・2020 年(環境省 2020)・2025 年(環境省 
2025a)の環境省レッドリストに掲載されている維管束植物計 2414 種の生息環境を明らかにし、
全国規模で絶滅危惧種の生息環境を整理することができた（表 2）。生息地を喪失することによる
絶滅リスクは、その種が複数の生息環境にまたがって生息することができるか、特定の生息地の
みに依存しているかによっても大きく異なる。例えば、森林と草原の両方に生息することが可能
な種は、たとえ草原面積が減少しても残された森林で生息することが可能である。本研究の結
果、第 5 次レッドリスト(環境省 2025a)に掲載されている種の約 70％はいずれかの生息環境のみ
に依存していることが明らかになった(図 1(a))。特に、草原や湿地に生息している種の約半数は
他の環境への適応性を持たず草原や湿地環境に依存しており、生息地面積の減少に脆弱である。 

重複を許した絶滅危惧種数を生息環境間で比較すると、国土の大部分を占める森林で最も多く
（2025 年版で 683 種）、湿地が 2 番目に多く(2025 年版で 518 種)、岩石地が 3 番目に続いた
（2025 年版で 497 種）。近畿地方・神奈川県・愛知県のレッドデータブックを対象とした藤井
(1999)では、岩石地に生息する種の高危険度率（「絶滅」、「絶滅？」もしくは「絶滅寸前」と判定
された種数の合計がレッドリストの掲載種数に占める割合）は低いと報告していたが、これらの
地域には岩石地の生息地が集中している高山域が少ないことに起因するかもしれない。岩石地の



 12 

絶滅危惧リスクは地域差があるものの(兼子ほか 2009)、全国を対象とすると岩石地は多くの絶滅
危惧種が生息する環境であることが明らかになった。また、森林や岩石地では特にレッドリスト
カテゴリーが高ランクの種が多かった。ただし、生息環境ごとに調査努力量が必ずしも等しくな
いため、絶滅危惧種の実態把握の進捗速度が一定ではないことを前提として解釈する必要がある
(渡邉ほか 2014)。特に、森林や岩石地は他の生息環境に比べて絶滅危惧種調査のアクセスや発見
率の点で大きな困難が伴うため、絶滅危惧状況の把握が調査努力量によって敏感に変動すること
が指摘されている(渡邉ほか 2014)。 

単位面積当たりの絶滅危惧種密度に着目した場合、残存面積が小さい岩石地、海浜、湿地、草
原の方が、大面積が残存している森林や農地などと比較して同面積を喪失した場合の絶滅危惧リ
スクが高いことが示された(表 3)。岩石地・海浜・湿地・草原の生育環境における単位面積当た
りの絶滅危惧種数は、最も単位面積あたり絶滅危惧種数が少ない森林と比べてそれぞれ倍、280
倍・198 倍・98 倍・13 倍となっている。この結果は、中国地方を対象に同様の分析を行った兼子
ほか（2009）が示した地域規模での生息環境の重要度と同様の傾向が全国規模にも一般化できる
こと、2025 年時点では面積減少による絶滅リスクがさらに高まっていることを示した。 

単位面積当たりの絶滅危惧種密度の増加率は 1900 年ー2021 年にかけて湿地、草原で大きく、
1970 年代後半ー2021 年にかけて草原・岩石地・海浜で大きかった。環境省（2015)は、維管束植
物の絶滅を引き起こす主要な要因は自然遷移だと指摘していた。自然遷移による絶滅危機の多く
は人為攪乱によって維持されてきた半自然草原や里山などの二次的自然によって構成される草
原・湿地・林縁等の環境で起きている(大窪 2002；矢原・川窪 2002；高橋 2009)。特に半自然
草原は多くの希少な草地・湿地性植物が生息しているにもかかわらず、管理放棄による野焼きや
草刈りなどの人為的な攪乱の減少の影響が著しい(大窪 2002；矢原・川窪 2002；高橋 2009；
Ushimaru et al.,2018；Uchida and Ushimaru, 2014)。本研究の結果、生息地面積は草原・湿地で
減少傾向にある一方で、森林では微増傾向にあることが示された(表 3)。これは、草原や湿地の
一部が植生遷移によって森林化していること(Ushimaru et al., 2018)、もしくはこれらの生息地に
植林が行われたことを反映している可能性がある。特に、湿地の面積は 1900 年から 1970 年にか
けて急減し、1970 年から 2021 年にかけては減少率が下げ止まっているように見える。しかし、
現在も湿原はササや樹木の侵入(Orishikida et al., 2025)、開発の脅威にさらされ続けており、これ
以上の面積減少を食い止めるために引き続き注意が必要である。また、海浜においては直近数十
年で埋め立て・護岸工事・防波堤建設・後背地の開発やマツ林造成・海岸浸食などが進み、多く
の海浜環境が改変や消失したことが背景にあると考えられる(由良 2014；澤田 2014；中田ほか 
2017)。一方で、岩石地はもともと国土に占める面積が小さいが、高山の岩石地では地球温暖化に
よる 20 世紀後半からの気温上昇の影響や (名取 2008)、近年急増しているシカによる食害によ
る影響(長池ほか 2012)が特に問題視されている。 

本研究で分析に用いた生息地面積の集計値は、異なる情報ソース（土地利用図および植生図）
間で大きく異なる場合があり、特に草地面積においては約 60%もの違いがあった（付録表 1）。本
研究では、数値の信頼性を高めるために値を平均するというアプローチをとっているものの、本
研究で提示した数値に不可避的な誤差が存在することに留意すべきである。こうした誤差の要因
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の一つには、用いたデータセット間の空間解像度の違いが挙げられる。実際、湿地においては
1970 年代後半のデータで、狭い生息地が見落とされるシステム的誤差の存在が明らかになった。
また、本研究では用いなかった、国土の利用区分別面積（国土交通省）の統計値に基づけば草地
面積は 31 万 ha であり、この値は土地利用図に基づく値の 46%、植生図に基づく値の 28%程度
である。この集計は都道府県の統計値に基づいており、空間的情報との照合が行われていないこ
とから、こうした開きがあるものと考えられる。このように、生息地面積を日本スケールで把握
するという課題においては、基盤となるデータの精度や集計上の仕様の違いに起因する非一貫性
が存在し、この問題は、面積が狭い非森林性の生息地において顕著である。こうした状況を改善
する上では、広域的な人工衛星画像と機械学習を組み合わせた、高解像度での生息地分布の評価
が有望であると考えられる。実際、近年そのような試みが存在し、国スケールでの土地利用の詳
細な把握は急速に進んでいる（e.g., Hirayama et al., 2022）。しかし現状では、人工草地と自然・
半自然草地が区別されない、土地利用図上の湿地区分が植生上の湿地植生とは対応しないなど、
生息地の空間分布を捉える上で情報不足である点も存在する。こうした情報ニーズをリモートセ
ンシングなど隣接領域の研究者・実装者に広く伝えることにより、生物多様性保全上の情報戦略
を向上させることが、実務上重要な課題であると考えられる。 

本研究の分析により、絶滅危惧種の密度および、密度の時間的な増加速度という観点からは、
絶滅危惧を保全する上で岩石地・海浜・湿地・草原が特に優先度が高い生息環境であることが明
らかになった。一方でこうした非森林性の環境は、再生可能エネルギーのための土地開発など、
今後新たな開発圧にさらされるリスクがある(石濱ら 2024)。今後の土地利用政策は、こうした非
森林性の生息地の喪失はできる限り避けなければならない。多くの場合、絶滅は生息地の喪失か
ら時間的な遅れを伴って生じるため、近年の生息地面積の急減や断片化による影響は、現在は絶
滅していない種も、将来的な絶滅のリスク、すなわち「絶滅の負債」を潜在的に抱えている可能
性がある(Tilman et al., 1994, Kuussaari et al., 2009)。急激な面積減少が起きている草原・湿地・
海浜では特に絶滅の負債が蓄積している恐れがあり、将来にかけてさらに急速に絶滅が進行する
懸念がある。 

今後の課題として、各生息環境において生息する全植物種のうち絶滅危惧種がどの程度を占め
ているかを把握することができれば様々な生息環境の状況をより理解できるだろう。また、開
発・汚染・管理放棄による自然遷移などの生息地面積が減少する背景要因は生息環境や地域ごと
に異なる(渡邉ほか 2014)。そのため、全国スケールの絶滅危惧状況と合わせて地域ごとに発行さ
れているレッドリストの情報や、生息地の空間分布情報をもとに、生息環境ごとの絶滅リスクを
より詳細なスケールで検討することで、生物多様性保全に向けた政策の実行力がより高まること
が期待される。 
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付 録 

１）植生図に基づく生息環境面積 
環境省第 5 回、第 6・7 回植生図ポリゴンを用いて、それぞれの植生凡例ごとの存在面

積を計算した。次に、植生凡例の紹介文および優占種に基づき、植生凡例を生息環境に紐
づけるテーブルを作成し、それぞれの時点での生息環境の分布量を算出した。ただし、第
6・7 回植生図は 1998 年から 2024 年にかけて行われたため、調査年がポリゴンごとに異
なる。この点を補正するため、実際には 3 次メッシュごとに調査年およびその時点での生
息地面積を算出し、第 5 回時点の値との変化量を計算した。第 5 回植生図は 1970 年代後
半から 80 年代初頭にかけて作成されたが、地点ごとの調査年の情報が得られなかったた
め、調査は 1980 年に行われたものとみなし、年あたりの変化率を求めた。この変化率を
元に、3 次メッシュごとに 2021 年時点での生息環境面積を外挿した。このプロセスによ
って得られた 3 次メッシュごとの生息環境面積の分布量を足し合わることで、第 5 回植生
図時点（これを 1970 年代後半の生息地面積とみなした）、および 2021 年時点での生息環
境面積をそれぞれ算出した。植生凡例と生息環境区分の対応は、草原性植物の絶滅危惧状
況_植生図生息環境対応表.xlsx に示した。植生凡例に基づく生息環境区分の判定は、以下
のとおり行った。群落の説明文(生物多様性センター 2025)に草原性種が優占することや
岩石地であることなどの記載があった場合を除き、群落名に用いられている種のいずれか
に概ね最大樹高が 5m を超す樹木が含まれていた場合には森林的環境とした。ただし、ハ
イマツ群落は低木であるものの、林床が暗い純林になることが多いため「ハイマツ群落」
は森林的環境とした。その他の生息環境区分については、主に群落の説明文(生物多様性
センター 2025)に基づいて分類した。参考として、群落名に用いられている植物について
図鑑「改訂新版 日本の野生植物(大橋ほか 2015, 2016a, b,2017a, b )」に記載されている
生息環境情報がどの生息環境のキーワード(表 1)に該当するかを確認した。海浜植生の計
算においては、植生凡例上で自然裸地として扱われている砂浜は、植生が疎であることか
ら、生息地面積の算定からは除いた。ただし、「道路」に相当する植生区分は、第 5 回と
第 6・7 の植生図間で 1 対 1 の対応が取れなかったため、計算しなかった。また、本研究
では草原性植物の絶滅危惧状況_植生図生息環境対応表.xlsx に示す通り生息環境を分類し
たが、実際には生息環境そのものが連続的である場合など、分類基準の設定に応じて植生
凡例に基づく生息環境区分を用いた面積計算は変動する可能性がある点に注意が必要であ
る。 

上記の分析に加え、湿地、岩石地、海浜面積の算出においては、以下の追加処理を行っ
ている。第 5 回植生図（5 万分の 1）に比べ、第 6・7 回植生図（2 万 5 千分の 1）ではよ
り細かい空間解像度が用いられている。そのために、狭い面積に分断化された生息地（す
なわち湿地、岩石地、海浜）では、解像度の差に起因する生息地面積の見かけ上の増加が
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生じていることが考えられる。これを確認するため、3 次メッシュごとに、これらの生息
地のうち補足された最も小さい面積を算出し、ヒストグラムに示した（付録図 1）。その
結果、湿地において、第 5 回植生図では面積が 40000 m2 以下の判定数が第 6・7 回に比
べて少なく、岩石地と海浜では 10000 m2 以下の判定数が少ないことが分かった。このこ
とから、植生図間で、面積が増加しており、かつ変化量が湿地では 40000 m2 以下、岩石
地と海浜では 10000 m2 以下であるものについては、第 5 回においても第 6・7 回と同じ
面積が存在したと判断し、値を補正した。 
 

 

付録図１．３次メッシュごとの各生息地の最小面積の分布 
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２）土地利用図に基づく生息地面積 
土地利用細分メッシュデータ（国土交通省）より、1976 年と 2021 年のデータを用い

て、生息地面積の計算を行った。このデータの解像度は 100m メッシュである。ただし、
岩石地、湿地、海浜植生については対応する区分が存在しないため、算出をしなかった。
森林的環境は、土地利用図上での「森林」の面積とした。農地は、「水田」および「その
他の畑」の和とした。道路は、「幹線道路」の面積とした。草原面積のみ、部分的に植生
図のデータを組み合わせた処理を行った。具体的には、土地利用図上で「荒地」あるいは
「その他の用地」である 100m メッシュのうち、そのメッシュ内の中心点を占める植生
の、植生図上の区分が、造成地、宅地、自然裸地、岩石地、湿地のいずれでもないメッシ
ュを草原と判定し、その面積を求めた。このような処理をしたのは、「荒地」には自然草
地および一部の二次草地が含まれる一方で自然裸地や岩石地および湿地も含まれ、「その
他の用地」には、スキー場や軍事演習場に由来する草原性の生息地が含まれている一方、
宅地・造成地も含まれるからである。 

 
付録表 1 に、2 通りの計算方法を用いて算出した生息地面積と、それらの平均値を記し

た。それぞれの時点での平均値を、本文中の生息地面積として利用した。 
 
 
付録表 1．植生図および土地利用図に基づく生息地面積（単位：万 ha） 

生息環境区分 1970 年代後半 
植生図 

1970 年代後半 
土地利用図 

1970 年代後半 
平均値 

2021 年 
植生図 

2021 年 
土地利用図 

2021 年 
平均値 

草原 
(人工草原以外) 

169.57 144.59 157.08 111.42 67.44 89.43 

岩石地 15.38 － 15.38 5.92 － 5.92 
湿地 19.54 － 19.54 17.54 － 17.54 
海浜 4.35 － 4.35 2.78 － 2.78 
農地 695.49 636.28 665.89 435.35 522.35 478.85 
道路 － 6.78 6.78 － 16.63 16.63 
森林的環境 2330.55 2268.80 2299.67 2402.77 2331.71 2367.24 

 
 

付録データ 
草原性植物の絶滅危惧状況_植生図生息地対応表.xlsx 
https://anchor200.github.io/japan_grassland_endangered/草原性植物の絶滅危惧状況_植
生図生息地対応表_17.xlsx 
 


